























する権利だが，それだけでなく憲法第 13 条幸福追求権や第 25 条生存権など基本的人権と関わ
りを持つ重要な権利であると考えるためである (奥平 1979：33-34)。
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うべきことを求めるもので，こうした考え方を Civil Rights Model (公民権あるいは人権モデ
ル) とういう。」としている。このため，法律上からの解釈では，公民権モデル (Civil Rights




る。特に，世界人権宣言，国際人権規約 [自由権規約 (B規約)]，公民権法 (Civil Right Act)
と「障害にもとづく差別の明確で包括的な禁止を設定する法律」(an act to establish a compre-
hensive prohibition on the basis of disability)，略称でADA (Americans With Disabilities Act
of 1990)，イギリスの障害者差別禁止法 (Disability Discrimination Act=DDA) と 2005 年イ
ギリス意思能力法 (Mental Capacity Act 2005=MCA) 等における障害者等の立ち位置と「知
る権利」について検討する。









































Ⅱ 研 究 の 方 法
障害者権利条約は，世界各国の障害者差別禁止法が基礎となり作成されている。特に，世界
人権宣言，国際人権規約[自由権規約 (B規約)]，公民権法 (Civil RightAct)，「障害にもとづ
く差別の明確で包括的な禁止を設定する法律」(an act to establish a comprehensive prohibi-
tion on the basis of disability)=ADA (Americans With Disabilities Act of 1990)，イギリスの
障害者差別禁止法 (Disability Discrimination Act=DDA) と意思能力法 (MCA) 等の積極的
な部分が反映されていると考える。


















界の 43 か国以上ある差別禁止法の中から海外レポート (日弁連 2002) として米国東海岸調査
では主にADA法，イギリスの報告としてDDA法が書かれている。また，2005 年の日弁連人





















Everyone has the right to freedom of opinion and expression ; this right includes freedom to
hold opinions without interference and to seek, receive and impart information and ideas


















市民的及び政治的権利に関する国際規約 [自由権規約 (B規約)]は，社会権規約 (A規約) と
ともに世界人権宣言を具体化されたものとして 1966 年に国連で採択された。日本は 1979 年に
批准し，日本国憲法第 98条において，批准した条約は誠実に遵守することを必要とすると規
定されているため法的拘束力を持つ (横田 2013：15)。
この自由権規約の対象者は，国際規約[自由権規約]第 2部第 2 条第 2 項に規定されており，
すべての個人を対象にし，人種，皮膚の色，性，言語，宗教，政治的意見その他の意見，国民
的 (national) 若しくは社会的出身，財産，出生又は他の地位等によるいかなる差別もなくこ

















第 19 条の 1項及び 2 項は英文では次の通りである。
Everyone shall have the right to freedom of expression ; this right shall include freedom to
seek, receive and impart information and ideas of all kinds, regardless of frontiers, either
orally, in writing or in print, in the form of art, or through any other media of his choice.
世界人権宣言よりもさらに明確に，知る権利を打ちだしている印象を受ける。this right
shall include freedom to seekは，直訳すると，「この権利は，探し求める自由を含みます。」と
なるが，自分からありとあらゆる情報を入手する権利，すなわち「知る権利」の保障をしてい





























(連邦最高裁判所判決 McDonnell Douglas Corp. vs Green 411 U. S.792 1973)
2．結果において黒人にとり著しく不利になるような雇用上の取り扱いの実施に対して，厳
しい規制を加える「間接的な差別」を禁止する法理
(連邦最高裁判所判決 Griggs vs. Duke Power Co. 401 U. S. 424 1971)
3．特定の宗教を信仰するものに対する勤務時間の変更などの「便宜供与」を求める法理
(Trans World Air Lines Inc. vs. Hadison 432 U. S. 63 1977)」
(関川 1999 : P. 275)
この様に，「異別な取扱い」は「直接差別の禁止」として，また「間接差別の禁止」，「便宜
供与」は「合理的配慮義務」として「障害にもとづく差別の明確で包括的な禁止を設定する法
律」(an act to establish a comprehensive prohibition on the basis of disability=ADA (Ameri-
cans With Disabilities Act of 1990)，日本語で「1990 年障害をもつアメリカ人法」に引き継が
れた。この法律は 1964 年公民権法 (Civil Rights Act of 1964) と 1973 年リハビリテーション
法 504 条などの影響を大きく受けている。この他にも，障害のある人のための教育法 1975
年・全障害児教育法 1997 年改正，発達障害のある人の支援および権利法 1975 年改正，施設入
所者の市民的権利障害のある人，高齢の人の選挙アクセス法 1984 年，航空機アクセス法，公
正住宅法 1988年等により障害を理由とする差別を禁止してきた (日弁連 2002：47-48)。
また，ADA法が成立した背景には，自立生活運動の大きな盛り上がりや障害者団体の粘り
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強い差別を許さない運動等があった。「アクセスは公民権だ!! (Access is our civil rights ! !) と
聴衆から沸き起こる中，障害者が国会の階段をよじ上り訴えたことが，記録映画「Lives
Worth Living」や書物に記録されている (シャピロ 1999：196)。トム・ハースキン前上院議














要な配慮 (reasonable accommodation) を行わないことは差別とされている。ただし，その配
慮が過度の負担 (undue hardship) をもたらす場合にはその限りではないとし，障害者の要求
と企業などとのバランスをとっている (関川 1999：282-283)。
公民権法の 3 つの法理は ADA法にも共通しており，関川 (1999：275) によるとその内容
は次の通りである。
① 異別取り扱い (disparate treatment) の禁止
障害があることを理由に企業の採用試験に応募できない等がこれに該当する。
















































立後 6 年目，1970 年にイギリスの障害者差別禁止法 (Disability Discrimination Act=DDA)
が成立した。アメリカADA法，は黒人差別，性差別，宗教等の差別禁止運動や自立生活運動
等の中から，いわばMy Rights (私の権利) の主張と，社会との共存の関係の中でADA法が
生まれたと考える。しかし，イギリスの DDA法は，独自の発展の結果生まれた法律である1)








1995 年全国障害者審議会 (NDC) を設立を規定し，差別是正を大臣に助言させる仕組みを










2 2005 年イギリス意思能力法 (Mental Capacity Act 2005) おける障害者の位置づけと
「知る権利」について
























































































In order to promote equality and eliminate discrimination, States Parties shall take all ap-
















































公民権法及び ADA 法の，①異別取り扱い (disparate treatment) の禁止，②間接的な差別















































1 ) 菅富美枝 (2013)『イギリス成年後見制度にみる自律支援の法理 ベスト･インタレストを追求す
る社会へ』2刷 ミネルヴァ書房 P1-5：イギリス法において，判断能力を有しないとみなされ
た成年者に対しては，歴史上，様々な形で「国家」がかかわってきた。たとえば，中世には，「国
王大権 (Royal Prerogative)」「後見人としての国 (バレンス・パトリイ：parens patriac)」と
いった概念が存在し，固有の裁判管轄 (jurisdiction) が存在していた。将来的に判断能力を有し









ceivership)」を確立した。(中略) 2005 年意思決定能力法施行 (2007 年 10 月 1 日) まで存続した。
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